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● 本専門部会は、その設置期間を令和5年度末までとしている

● 令和4年度は2回開催しており、令和5年度は3回の開催を予定している

令和5年度第2回及び第3回の開催時期等は変更する可能性があります。

R4年度 第1回 R4年度 第2回 R5年度 第1回 R5年度 第2回 R5年 第3回

専
門
部
会

審
議
内
容

1 部会長の選出

2 検討に向けて

・ 設置の目的

・ 現状・課題の共有

・ 論点の整理 など

1 障害者等実態調

査の結果概要報告

2 相談支援の

あり方について

・基幹相談支援セン

ターの実績について

・相談支援専門員・

相談支援事業所の

状況について

・重層的支援体制の取

組状況について

1 地域生活支援
拠点等について

2 自立支援協議会
について

・ R4年度第1～2回の
ご意見・協議を受け、
充実・強化に向けた
検討・協議

1 それまでの協議・
審議をふまえた、
相談支援の
あり方について

1 専門部会としての
報告へのご審議・
ご承認

→ 令和5年度本会へ
の報告

R4.11月
開催

R5.2月
開催

R5.6月
開催

R5.10月頃
開催予定

R6.1月頃
開催予定

専門部会のスケジュール
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主な担い手：総合相談情報センター（総合C）・障害者基幹相談支援センター（基幹C）

主な担い手：障害者基幹相談支援センター（基幹C）

主な担い手：指定特定相談支援事業所

本市における障害者相談支援体制
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① 基幹C・総合Cにおける実績への評価について

● 基幹Cにおいては、総合Cと連携しながら、

・ 福祉サービスの利用に向けた相談支援

・ 福祉サービス利用者やその支援者等への相談支援

・ 地域移行等の総合的・専門的な相談窓口

・ 区自立支援協議会の運営と、

それによる地域のネットワークの構築等の地域援助 等

の役割・機能を担っている

● これまでの役割・機能への「評価」が必要ではないか

令和4年度第1回にてお示しした主な論点①
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② 相談支援体制の充実・強化に向けて

● 相談支援専門員のスキルアップ、人材確保・育成を目的に、

基幹C・総合Cと主任相談支援専門員との協働による

相談支援体制の充実・強化とその仕組みづくりに向けた

「検討」が必要ではないか

● 福祉サービス利用者の増加にともない、

相談支援専門員も増加しているが、

その利用を希望しているにもかかわらず、

計画相談支援を利用できない事案が生じている

令和4年度第1回にてお示しした主な論点②
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● 堺市における相談支援体制の各階層について、

＜第1層＞は計画相談支援事業所が、

＜第2層＞は基幹Cが、＜第3層＞は基幹C・総合Cが、

主にそれぞれの役割・機能を担っている

● 区役所相談窓口との連携や主任相談支援専門員の

役割も含めて、各階層の役割・機能を再確認し、

「相談支援体制のあり方の検討」が必要ではないか

令和4年度第1回にてお示しした主な論点③

③ 相談支援体制のあり方の検討について
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令和4年度第1回におけるご意見①

●基幹相談支援センターについて、様々な相談に対応している。

第2層の相談に加え、第3層の整備・開発の業務も並行して行っており、

相談員が疲弊しているのではないか。無理が生じているのではないのか。

基幹相談支援センターの実態が詳しく分かるような実績等を、

次回の専門部会にて提供してほしい。

●基幹相談支援センターの相談員は、職場に定着することも重要。

そのうえで、日々の実践のなかで経験を積み重ねながら、

人材を育成していくことが重要であり、また、大きな課題でもある。

○基幹相談支援センターに関するご意見

●第2層、第3層の業務が拡大していくなかで、基幹相談支援センターが

期待される役割を考えると、人員体制の強化が必要ではないか。

→ R4第2回専門部会にてご報告
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令和4年度第1回におけるご意見②

○相談支援専門員・計画相談支援等に関するご意見

● 「1人職場」や相談支援以外の業務との兼務が多いと認識している。

相談支援事業所の職員配置状況、相談支援専門員の兼務状況等を

次回に提供してほしい。

●障害者の計画作成率は上昇しているが、障害児の計画作成率は

微減している。その理由はどのような理由か。

●主任相談支援専門員について、堺市では基幹相談支援センターに加え、

相談支援事業所からも推薦している。その意図はどのようなものか。

（事務局）担い手は一定増えてはいるが、サービスを利用する障害児の増加に

担い手の数が追いついていないことが一つの要因であると考えている

（事務局）基幹相談支援センターはもちろん、地域の相談支援事業所が持っている

経験やネットワークを活かしていただき、地域づくり・人材育成の一端を担っていただきたい
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令和4年度第1回におけるご意見③

○関係機関との連携・重層的支援体制の構築に関するご意見

●基幹相談支援センターの内的な課題だけではなく、

地域福祉課や保健センター等といった、特に行政関係機関との連携・

関わりについても議論していくべきではないか。

様々な課題を抱えている方に対し、基幹相談支援センターだけの

関わりでは課題も解決できないこともあるのではないか。

重層的支援体制の構築に向けた取組も説明していただきたい。

●相談支援やその体制構築に向けた議論は、

自立支援協議会の役割と大きく重なるところであり、連携は重要。

その連携についても議論していきたい。

R4第2回専門部会にて、本市における重層的支援体制の構築の取組状況をご報告【済】
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令和4年度第2回におけるご意見①

○障害者等実態調査結果報告へのご意見

●療育手帳所持者数が増加しているのは、制度の認知が広がったため。

知的障害者を支えているのは家族であることが、数字でも明らかになった。

相談支援を広げていくこと、人に寄り添った相談支援が必要。

●障害者の生活が多様化するなかで、休日や夕方・夜間の相談も

必要となってくるのではないか。

●意思決定支援が重要。本人ではなく、家族の意向が強く反映される

こともある。本人中心の意思決定支援の仕組みが必要。

●調査結果からも「相談のワンストップ」が求められていることが分かる。

基幹相談支援センターが設置された理由が、まさに「ワンストップ」での

相談支援。どのように発展させていくかを議論していきたい。
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令和4年度第2回におけるご意見②

○相談支援体制の構築等に関するご意見

●何でも相談できる体制の構築は大切であるが、色々なところで相談が

できる場所を作ることが重要。そのなかで、「たらい回し」ではなく、

役割分担・連携しながら、どこでも相談を受けられる相談支援体制を

考えていくべき。

●相談支援のあり方と「地域生活支援拠点等」は大きく関連性がある。

「地域生活支援拠点等」を、一つの案件として取り上げていくべき。

●相談を受けている人だけではなく、相談を受けていない人や

相談を受けることができなかった人にも焦点をあてていくべき。
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令和4年度第2回におけるご意見③

○相談支援専門員、計画相談支援に関するご意見

●計画相談支援については、報酬面、運営面での課題もある。

●相談支援事業所の一人体制や兼務状況が思っていたより深刻であった。

このことを受けとめたうえで、どのように相談支援体制を充実させていくかが、

大きな課題であり、検討すべき事項ではないか。

●堺市では、サポート事業やインターバル勉強会等、相談支援専門員への

支援を行っている。また、各区には指定事業所連絡会があり、基幹相談

支援センターが中心となって、横のネットワークを作ろうと取り組んでいるが、

一人職場あるいは兼務では、なかなか参加することができないことは課題。
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参考



障害者等実態調査の結果①

8.3

11.9

14.9

14.6

12.8

16.0

7.5

10.9

34.3

33.2

13.2

4.9

17.1

6.6

0 20 40

グループホームの増加

医療的ケアに対応したグループホーム

一般住宅（アパート・公営住宅等）への入居の支援

訪問系の障害福祉サービスの充実

日中活動系の障害福祉サービスの充実

24時間ケア（見守り）が行える体制の整備

ひとり暮らしの練習ができる場所

同じ障害のある人が集まれる場所

自分のことを理解し、継続的にかかわってくれる人（寄り添ってくれる人）の確保

身近な地域において、困ったときに気軽に相談できる体制の整備

自宅で医療的ケアを受けることができる事業所等の増加

その他

わからない

無回答

(MA%)

(n=4,127)

【自宅や地域での生活に必要な支援・サービス】

● 「自分のことを理解し、継続的にかかわってくれる人（寄り添ってくれる人）の確保」が34.3％、

「身近な地域において、困ったときに気軽に相談できる体制の整備」が33.2％と多くなっています

①



障害者等実態調査の結果②

75.3
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4.7

6.2
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0.9

26.0

3.2

7.1

3.7
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2.1

7.1

4.2

0.4

4.3

3.2
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22.0

6.4

2.9

10.6

11.1

1.3

23.0

4.0

10.5

1.7

5.4

2.7

9.1

3.0

0.9

3.8

3.7

4.9

0 40 80

今回調査（令和４年）
(n=4,127)

前回調査（平成28年）
(n=4,184)

家族や親せき

友人・知人

近所の人

職場の上司や同僚

施設の指導員、事業所の支援員

ヘルパーなどのサービスの人

障害者団体や家族の会

かかりつけの医師や看護師

病院のケースワーカー

介護保険のケアマネジャー

相談支援事業所などの民間の相談窓口

児童発達支援センター（事業所）や保育所、幼稚園、学校の先生

障害者基幹相談支援センター

区役所などの行政機関

障害者相談員（身体・知的・精神）

民生委員･児童委員

その他

相談する人がいない

無回答

(MA%)

【相談する相手】

● 「困ったときやわからないことあったときに」相談する相手としては、「家族や親戚」が75.3%と最も高くなっています。
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障害者等実態調査の結果③

45.4

20.4

10.0

18.5

13.7

19.7

23.5

21.9

2.7

26.2

9.4

0 25 50

年齢や障害種別にこだわらず、総合的な相談支援が
受けられること（相談のワンストップ）

障害者自立支援協議会で、不足している支援や社会資源を
開発・改善していく仕組みを整えること

相談支援事業の客観的な評価基準を整えること

相談支援専門員（コーディネーター）のスキルを
研修等により向上させること

相談支援事業所間のネットワークを形成すること

障害に関する専門機関やサービス事業所等との
ネットワークを形成すること

多くの市民が相談支援事業所やその役割を認知していること

多くの市民が相談支援のネットワークや仕組み、
それらの役割を認知していること

その他

わからない

無回答

(MA%)

(n=4,127)

【相談支援について】

● 相談支援の利用促進のために必要なこととしては、

「年齢や障害種別にこだわらず、総合的な相談支援が受けられること（相談のワンストップ）」が45.4％と

最も多くなっています。

③



計画作成率等の推移（障害者）
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26.7%
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65.8% 66.7%

0.0%

40.0%

80.0%

0

6,000

12,000

H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R3.3 R4.3 R5.3

障害福祉サービス
利用者数

計画作成率

計画作成者数
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計画作成率等の推移（障害児）

1,478 

1,744 

2,064 

2,217 
2,452 

2,685 

2,857 

3,160 

3,571 

656 

994 
1,073 

1,141 
1,205 

1,278 
1,397 

1,494 

1,641 

44.4%

57.0%

52.0% 51.5%
49.1%

47.6%
48.9%

47.3%
46.0%

0.0%

32.5%

65.0%

0

2,000

4,000

H27.3 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 R3.3 R4.3 R5.3

計画作成率

障害児通所支援
利用者数

計画作成者数
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● 計画相談事業所数は、

増加している

● 相談支援専門員数も、

増加している

H26.4 H28.4 H30.4 R2.4 R4.4 H26.4 H28.4 H30.4 R2.4 R4.4

（か所） （人）
140

124

105

85

56

277

235

199

152

85

31

25

48

37

49

56
68

63

77

56

児・者
両方

者
のみ

相談支援専門員数等の推移について
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相談支援専門員の状況について

○ 勤務状況 ○ 1名あたりの請求数

常勤・専従
35.0％
96名

常勤・兼務
36.5％
100名

非常勤・専従
10.9％
30名

非常勤・兼務
17.5％
48名

（n=274）

状況不明である3名は除く

障害者 障害児 計

相談支援専門員
1名あたり 17.3 5.8 23.1

（参考）
常勤・専従の相談支援専門員が
従事する事業所に所属する
相談支援専門員1名あたり

22.1 7.5 29.6

⚫ 令和3年度中の堺市内の相談支援事業所の請求の総計である

「サービス利用支援費」及び「障害児支援利用援助費」の合計を、

令和4年4月1日現在の相談支援専門員277名にて除したものを、

「1名あたりの請求数」としています

⚫ 目安値として、「市内の計画相談専門員1人あたり、

市内でおおよそ23名を担当している」と言い換えることもできます
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○ 相談支援専門員の配置状況 ○ 常勤・専従の配置状況

1名
53.6％

2名
22.9％

（n=140）

3名
14.3％

4名
4.3％

5名以上
5.0％

（n=140）

配置されていない
56.4％

配置されている
43.6％

常勤・専従1名以上の配置の有無

相談支援専門員の状況について

⑧


